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１　介護保険認定者数及び受給者数

H27年４月 H28年４月 H29年４月 H30年４月 H31年４月 Ｒ２年４月 Ｒ３年４月 Ｒ４年４月 R５年４月 Ｒ６年４月 Ｒ７年４月 R８年４月

住民登録者数 22,093 21,720 21,243 20,804 20,370 20,005 19,575 19,116 18,685 18,335 17,970

　　内65歳以上者 8,244 8,280 8,254 8,189 8,162 8,169 8,157 8,162 8,037 7,948 7,838

第１号被保険者数 8,190 8,208 8,185 8,125 8,106 8,115 8,098 8,105 7,976 7,894 7,786

　　内認定者数 1,621 1,643 1,598 1,578 1,660 1,717 1,766 1,746 1,704 1,653 1,617

　　認定率（％） 19.79 20.02 19.52 19.42 20.48 21.16 21.81 21.54 21.36 20.94 20.77

第２号被保険者中被認定者数 24 26 29 27 27 25 22 18 15 9 12

認定者総数　Ａ 1,645 1,669 1,627 1,605 1,687 1,742 1,788 1,764 1,719 1,662 1,629 0

要支援　１ 124 159 163 119 121 139 167 176 179 180 191

要支援　２ 211 199 192 182 170 177 178 179 166 166 166

要支援合計 335 358 355 301 291 316 345 355 345 346 357 0

要介護　１ 344 370 349 333 361 380 401 375 385 388 384

要介護　２ 283 270 254 289 328 335 300 297 275 259 217

要介護　３ 243 234 235 238 251 258 272 286 249 238 230

要介護　４ 216 235 231 245 237 236 262 261 282 269 264

要介護　５ 224 202 203 199 219 217 208 190 183 162 177

要介護合計 1,310 1,311 1,272 1,304 1,396 1,426 1,443 1,409 1,374 1,316 1,272 0

在宅介護(介護予防)サービス 940 949 912 778 822 893 969 928 923 914 892

地域密着型(介護予防)サービス 216 241 280 268 267 269 263 259 244 240 215

施設介護サ－ビス 297 288 303 302 322 318 328 335 319 319 311

受給者総数　Ｂ 1,453 1,478 1,495 1,348 1,411 1,480 1,560 1,522 1,486 1,473 1,418 0

受給率　（Ｂ/Ａ） 88.33 88.56 91.89 83.99 83.64 84.96 87.25 86.28 86.45 88.63 87.05

資料：出水地区要介護審査判定・認定状況（北薩広域行政事務組合）　数値は各月末現在
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２　令和７年度介護保険給付費の実績見込（千円未満四捨五入）

給付費 対前年度 給付費 対前年度 給付費 対前年度 給付費 対前年度 給付見込 対前年度

居宅介護サービス給付費 839,966 23,549 824,069 46,854 850,934 ▲ 15,897 826,702 ▲ 24,232 851,945 25,243

地域密着型介護サービス給付費 636,052 5,466 604,186 541 602,950 ▲ 31,866 588,326 ▲ 14,624 610,134 21,808

施設介護サービス給付費 1,126,637 29,599 1,097,426 82,799 1,072,320 ▲ 29,211 1,125,839 53,519 1,122,835 ▲ 3,004

居宅介護福祉用具購入費 2,401 ▲ 334 2,104 40 2,911 ▲ 297 2,469 ▲ 442 3,130 661

居宅介護住宅改修費 4,354 ▲ 1,414 5,069 ▲ 301 5,807 715 3,254 ▲ 2,553 6,136 2,882

居宅介護サービス計画給付費 112,561 2,778 110,925 5,367 109,430 ▲ 1,636 103,810 ▲ 5,620 105,831 2,021

介護予防サービス給付費 41,227 1,975 45,768 3,959 43,905 4,541 54,936 11,031 61,107 6,171

地域密着型介護予防サービス給付費 4,782 ▲ 1,260 5,290 ▲ 2,121 6,654 508 7,306 652 5,480 ▲ 1,826

介護予防福祉用具購入費 666 ▲ 122 998 ▲ 148 2,271 332 1,381 ▲ 890 1,676 295

介護予防住宅改修費 3,874 946 3,082 59 716 ▲ 792 3,958 3,242 4,656 698

介護予防サービス計画給付費 8,378 632 9,529 1,020 4,393 1,151 10,736 6,343 11,608 872

審査支払手数料 2,696 92 2,661 327 9,346 ▲ 35 2,534 ▲ 6,812 2,681 147

高額介護サービス費 77,623 665 76,934 10,573 73,836 ▲ 689 75,399 1,563 74,841 ▲ 558

高額介護予防サービス費 54 ▲ 5 25 ▲ 31 107 ▲ 29 55 ▲ 52 100 45

高額医療合算介護サービス費 7,100 971 5,852 ▲ 691 5,669 ▲ 1,248 7,112 1,443 7,000 ▲ 112

高額医療合算介護予防サービス費 6 5 37 ▲ 24 6 31 38 32 40 2

特定入所者介護サービス費 126,345 ▲ 19,006 109,871 4,002 104,754 ▲ 16,474 105,154 400 107,628 2,474

特定入所者介護予防サービス費 11 ▲ 57 31 21 13 20 17 4 100 83

合　　　　　　　　　計 2,994,733 44,480 2,903,857 152,246 2,896,022 ▲ 90,876 2,919,026 23,004 2,976,928 57,902

　　令和７年度介護予防・日常生活支援総合事業費実績見込（千円未満四捨五入）

給付費 対前年度 給付費 対前年度 給付費 対前年度 給付費 対前年度 給付見込 対前年度

みなし型訪問介護 18,079 887 17,052 ▲ 1,027 14,571 ▲ 2,481 14,284 ▲ 287 15,600 1,316

緩和型訪問介護 197 69 134 ▲ 63 88 ▲ 46 0 ▲ 88 200 200

みなし型通所介護 26,760 ▲ 2,544 31,490 4,730 28,901 ▲ 2,589 22,069 ▲ 6,832 24,000 1,931

緩和型通所介護 0 0 0 0 0 0 0 0 120 120

ケアマネジメント事業 4,413 174 4,249 ▲ 164 3,704 ▲ 545 2,858 ▲ 846 2,955 97

高額介護予防サービス費 101 ▲ 74 97 ▲ 4 131 34 149 18 240 91

高額医療合算介護予防サービス費 4 ▲ 57 96 92 12 ▲ 84 0 ▲ 12 120 120

審査支払手数料 216 3 221 5 168 ▲ 53 160 ▲ 8 230 70

合　　　　　　　　　計 49,770 ▲ 1,542 53,339 3,569 47,575 ▲ 5,764 39,520 ▲ 8,055 43,465 3,945

地域支援事業費

介護給付費
令和３年度 令和４年度

令和３年度 令和４年度

単位：千円

※令和７年度は最終補正額

令和７年度

令和７年度

単位：千円
令和５年度

令和５年度

令和６年度

令和６年度

※令和７年度は最終補正額
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歳入 （単位：千円）

保険料 介護保険料 485,123 481,363 3,760

使用料及び手数料 使用料 1 1 0
手数料 11 11 0

小　　　　　　計 12 12 0
国庫支出金 国庫負担金 521,977 522,454 ▲ 477

国庫補助金 343,767 339,500 4,267
小　　　　　　計 865,744 861,954 3,790

支払基金交付金 支払基金交付金 818,735 819,735 ▲ 1,000

県支出金 県負担金 440,992 441,265 ▲ 273
県補助金 20,844 19,198 1,646

小　　　　　　計 461,836 460,463 1,373

財産収入 財産運用収入 1,358 74 1,284

繰入金 一般会計繰入金 516,847 514,896 1,951
基金繰入金 40,000 40,000 0

小　　　　　　計 556,847 554,896 1,951

繰越金 繰越金 1 1 0

諸収入 延滞金加算金及び過料 30 30 0
市預金利子 1 1 0
雑入 229 234 ▲ 5

小　　　　　　計 260 265 ▲ 5
3,189,916 3,178,763 11,153

歳出 （単位：千円）

総務費 総務管理費 61,260 54,874 6,386
徴収費 1,672 1,731 ▲ 59
介護認定審査会費 24,204 26,571 ▲ 2,367
趣旨普及費 0 0 0

小　　　　　　計 87,136 83,176 3,960
保険給付費 介護サービス等諸費 2,691,840 2,695,930 ▲ 4,090

介護予防サービス等諸費 86,253 78,773 7,480
その他諸費 2,800 2,681 119
高額介護サービス等費 72,120 73,141 ▲ 1,021
高額医療合算介護サービス等費 7,040 7,040 0
特定入所者介護サービス等費 102,936 107,730 ▲ 4,794

小　　　　　　計 2,962,989 2,965,295 ▲ 2,306
地域支援事業費 介護予防・生活支援サービス事業費 56,730 57,699 ▲ 969

一般介護予防事業費 12,487 12,837 ▲ 350
包括的支援事業・任意事業費 55,369 47,792 7,577
その他諸費 230 230 0

小　　　　　　計 124,816 118,558 6,258

基金積立金 介護保険基金積立金 1,358 74 1,284

公債費 公債費 77 66 11

諸支出金 償還金及び還付加算金 601 601 0
操出金 7,939 5,993 1,946

小　　　　　　計 8,540 6,594 1,946

予備費 予備費 5,000 5,000 0

3,189,916 3,178,763 11,153

令和８年度
当初予算

令和７年度
当初予算

増　減

３　令和８年度介護保険特別会計歳入歳出予算

歳　　入　　合　　計

歳　　出　　合　　計

款 項
令和７年度
当初予算

増　減

款 項

令和８年度
当初予算
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（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

訪問介護 83,639 88,108 ▲ 4,469

訪問入浴介護 11,976 15,172 ▲ 3,196

訪問看護 69,747 65,129 4,618

訪問リハビリテーション 9,128 8,570 558

通所介護 145,837 154,818 ▲ 8,981

通所リハビリテーション 164,435 167,863 ▲ 3,428

福祉用具貸与 84,793 83,080 1,713

短期入所生活介護 36,512 45,708 ▲ 9,196

短期入所療養介護（老健） 12,383 13,877 ▲ 1,494

短期入所療養介護（療養型） 0 0 0

居宅療養管理指導 7,541 7,433 108

特定施設入居者生活介護 217,573 202,187 15,386

合　　　　　計 843,564 851,945 ▲ 8,381

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

認知症対応型通所介護 0 0 0

小規模多機能型居宅介護 144,644 159,411 ▲ 14,767

小規模多機能型居宅介護（短期利用） 200 549 ▲ 349

看護小規模多機能型居宅介護 5,000 0 5,000

看護小規模多機能型居宅介護（短期利用） 1,000 0 1,000

認知症対応型共同生活介護 263,124 242,811 20,313

地域密着型通所介護 12,952 13,368 ▲ 416

地域密着型老人福祉施設 202,696 192,831 9,865

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1,602 1,164 438

合　　　　　計 631,218 610,134 21,084

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

介護老人福祉施設サービス 380,978 381,077 ▲ 99

介護老人保健施設サービス 635,534 633,924 1,610

介護療養型医療施設サービス・介護医療院 82,250 95,048 ▲ 12,798

特定診療費・特別診療費 10,497 12,786 ▲ 2,289

合　　　　　計 1,109,259 1,122,835 ▲ 13,576

⑴　居宅介護サービス給付費

⑶　施設介護サービス給付費

項　　　　　　　　　目

　　令和８年度介護保険特別会計歳入歳出予算内訳

項　　　　　　　　　目

項　　　　　　　　　目

⑵　地域密着型介護サービス給付費

増　　　減

増　　　減

増　　　減
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（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

介護福祉用具購入費 3,009 1,889 1,120

予防福祉用具購入費 1,800 1,676 124

合　　　　　計 4,809 3,565 1,244

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

介護住宅改修費 5,019 3,292 1,727

予防住宅改修費 4,359 4,656 ▲ 297

合　　　　　計 9,378 7,948 1,430

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

居宅介護サービス計画給付費 99,767 105,831 ▲ 6,064

介護予防サービス計画給付費 11,215 10,565 650

合　　　　　計 110,982 116,396 ▲ 5,414

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

介護予防訪問看護 13,540 9,689 3,851

介護予防訪問リハビリテーション 4,244 3,600 644

介護予防通所リハビリテーション 17,722 18,734 ▲ 1,012

介護予防福祉用具貸与 18,248 17,138 1,110

介護予防短期入所生活介護 598 260 338

 介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設） 50 50 0

介護予防居宅療養管理指導 267 221 46

介護予防特定施設入居者生活介護 8,087 4,901 3,186

合　　　　　計 62,756 54,593 8,163

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

介護予防小規模多機能型居宅介護 6,020 7,058 ▲ 1,038

介護予防認知症対応型共同生活介護 100 222 ▲ 122

合　　　　　計 6,120 7,280 ▲ 1,160

⑸　居宅介護（予防）住宅改修費

⑷　居宅介護（予防）福祉用具購入費

項　　　　　　　　　目

⑻　地域密着型介護予防サービス給付費

⑺　介護予防サービス給付費

項　　　　　　　　　目

項　　　　　　　　　目

項　　　　　　　　　目

項　　　　　　　　　目

⑹　居宅介護（予防）サービス計画給付費

増　　　減

増　　　減

増　　　減

増　　　減

増　　　減

-7-



（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

審査支払手数料 2,800 2,681 119

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

高額介護サービス費 72,000 73,041 ▲ 1,041

　　　現物給付分 1,322 2,123 ▲ 801

　　　償還払分 70,678 70,918 ▲ 240

高額介護予防サービス費 120 100 20

　　　現物給付分 0 0 0

　　　償還払分 120 100 20

合　　　　　　　計 72,120 73,141 ▲ 1,021

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

高額医療合算介護サービス費 7,000 7,000 0

高額医療合算介護予防サービス費 40 40 0

合　　　　　計 7,040 7,040 0

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

特定入所者介護サービス費 102,834 107,628 ▲ 4,794

特定入所者介護予防サービス費 100 100 0

合　　　　　計 102,934 107,728 ▲ 4,794

（単位：千円）

令和８年度 令和７年度

当初予算 当初予算

介護給付費総計 2,962,980 2,965,286 ▲ 2,306

※特例分（9,000円）を除く

項　　　　　　　　　目

⑾　高額医療合算介護（予防）サービス費

項　　　　　　　　　目

⑿　特定入所者介護（予防）サービス費

⑽　高額介護（予防）サービス費

項　　　　　　　　　目

⑼　審査支払手数料

項　　　　　　　　　目

⒀　介護給付費総計

項　　　　　　　　　目

増　　　減

増　　　減

増　　　減

増　　　減

増　　　減
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   ４　保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金について

１　制度の概要

　　平成29年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に

　向けた保険者の取組や都道府県による保険者支援の取組が全国で実施されるよ

　う、PDCAサイクルによる取組を制度化しています。

　　この一環として、自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府

　県の様々な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、市町村や

　都道府県の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するための保

　険者機能強化推進交付金を創設しています。

　　令和２年度においては、公的保険制度における介護予防の位置付けを高める

　ため、保険者機能強化推進交付金に加え、介護保険保険者努力支援交付金（社

　会保障の充実分）を創設し、介護予防・健康づくり等に資する取組を重点的に

　評価することにより配分基準のメリハリ付けを強化しています。

２　集計結果

令和７年度集計結果

400 400 800

219 216 435

226 226 452

204 211 415

令和６年度集計結果

400 400 800

206 217 423

201 222 423

188 210 398

　保険者機能強化推進交付金等の取組状況の「見える化」を着実に実施する
観点から、令和６年度より市町村の指標ごとの得点獲得状況が厚生労働省ホ
ームページに掲載されています。

鹿児島県平均

阿久根市

項目 推進交付金 支援交付金 合計

満点

全国平均

鹿児島県平均

阿久根市

項目 推進交付金 支援交付金 合計

満点

全国平均
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３　活用状況

　⑴　保険者機能強化推進交付金

      平成30年度から、高齢者の自立支援・重度化防止等に関する保険者の取組に対し、

    指標に基づいて国が評価し、予算の範囲内で交付金が交付される制度です。

    　交付金は、活用できる事業が定められており、本市では、地域支援事業に充当し

    ています。交付金額は令和６年度が1,745,000円、令和７年度は1,571,000円となっ

　　ています。

　⑵　介護保険保険者努力支援交付金

      令和２年度から、保険者による介護予防及び重度化防止に関する取組について更

    なる推進を図るため、新たな介護予防・健康づくりに資する取組に重点化した制度

    です。

      交付金は、地域支援事業の総合事業や包括的支援事業に活用することとされてい

    ます。交付金額は、令和６年度は3,763,000円、令和７年度は3,977,000円となって

　　います。
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市内

事業所名 サービスの種類 定員 指定年月日 有効期間満了日

グループホーム
はまゆう

認知症対応型
共同生活介護

18名 令和６年３月21日 令和12年３月20日

グループホーム
桃の家

認知症対応型
共同生活介護

18名 令和２年６月12日 令和８年６月11日

グループホーム
はまなす

認知症対応型
共同生活介護

18名 令和２年６月13日 令和８年６月12日

ふれあいホーム
花

認知症対応型
共同生活介護

18名 令和４年３月３日 令和10年３月２日

グループホーム
ポンタ

認知症対応型
共同生活介護

９名 令和４年５月24日 令和10年５月23日

小規模多機能ホーム
昴和苑

小規模多機能型
居宅介護

29名 令和６年４月１日 令和12年３月31日

小規模多機能ホーム
コミニティの杜

小規模多機能型
居宅介護

25名 令和６年４月１日 令和12年３月31日

小規模多機能ホーム
希望の杜　脇本

小規模多機能型
居宅介護

29名 令和７年９月１日 令和13年８月31日

特別養護老人ホーム
満青

介護老人福祉施設 29名 令和７年10月１日 令和13年９月30日

特別養護老人ホーム
あかり

介護老人福祉施設 29名 令和２年11月１日 令和８年10月31日

デイサービス
桃の家

地域密着型通所介護 18名 令和８年２月１日 令和14年１月31日

デイサービスセンター
緑風荘

地域密着型通所介護 18名 令和２年４月１日 令和８年３月31日

阿久根市社会福祉
協議会

居宅介護支援事業所 - 令和２年４月１日 令和８年３月31日

ＫＩＣプラン 居宅介護支援事業所 - 令和２年４月１日 令和８年３月31日

北国医院 居宅介護支援事業所 - 令和２年４月１日 令和８年３月31日

グリーンフォレスト
みかさ

居宅介護支援事業所 - 令和２年４月１日 令和８年３月31日

１　市指定施設について

令和８年３月１日現在　
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市外

事業所名 サービスの種類 定員 指定年月日 有効期間満了日

地域密着型
介護老人福祉施設
はまかぜ園

小規模介護老人福祉
施設

29名 令和２年４月１日 令和８年３月31日

レストケア出水　デ
イ・ホスピスセンター
蘭

地域密着型通所介護 ９名 令和７年６月１日 令和13年５月31日

レストケア出水　デ
イ・ホスピスセンター
凛

地域密着型通所介護 ９名 令和３年２月１日 令和９年１月31日

地域密着型通所介護
美里園

地域密着型通所介護 18名 令和３年７月31日 令和９年７月31日

※　市外の施設については、施設所在市町村長と協議し、承諾の上で指定・利用ができます。

令和７年３月１日現在　
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２　運営指導について

　 　令和７年度実績

サービスの種類 実　　施　　日

認知症対応型共同生活介護 令和８年２月17日

居宅介護支援 令和８年２月17日

認知症対応型共同生活介護 令和８年２月19日

【主な指摘事項】

　うこと。

　重要事項説明書について

　 　令和７年度県市合同指導

サービスの種類 実　　施　　日

　その他
・ホームページに掲載している利用料金とパンフレットの金額が異なっている

　運営規定について

・記載している介護従事者の員数について、変更があった際は都度運営規定の

　変更を行う必要があることから、「〇名以上」とするなどの記載の検討を行

　なのか分かりやすく記載すること。

・サービス利用料金における各種加算の説明について、どの加算に関する説明

・利用者の要件に要支援２の認定者も含めること。

・サービス利用料金における加算について、加算名称を正確に記載すること。

・サービス利用料金における処遇改善加算について、最新の内容へ修正するこ

（記載例：医療連携体制加算（Ⅰ）イ）

　と。

事　業　所　名

グループホーム　はまなす

北国医院

　ことから、定期的な更新を行うこと。

事　業　所　名

　なし

グループホーム　桃の家
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（単位：件）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 主な原因（令和７年度）

骨折 5 19 12 9 転倒、転落
打撲・捻挫・

脱臼 0 1 1 2 転倒
切傷・
擦過傷 4 9 2 1 転倒

発赤

嘔吐

誤薬

窒息

死亡

その他 15 5 7 2 表皮剥離

合計 24 34 22 14

（単位：件）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 主な原因（令和７年度）

骨折 9 14 17 8 転倒
打撲・捻挫・

脱臼 0 0 0 0
切傷・
擦過傷 2 1 2 0

発赤

その他 15 1 2 2 感染症、骨折

合計 26 16 21 10

（単位：件）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 主な原因（令和７年度）

骨折 4 2 3 10 転倒
打撲・捻挫・

脱臼 2 5 2 1 転落
切傷・
擦過傷 0 0 0 0

発赤

窒息

その他 9 6 2 1 不明

合計 15 13 7 12

（単位：件）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 主な原因（令和７年度）

骨折 18 35 32 27 転倒、転落
打撲・捻挫・

脱臼 2 6 3 3 転倒、転落
切傷・
擦過傷 6 10 4 1 転倒

発赤

嘔吐

誤薬

窒息

死亡

その他 39 12 11 5 表皮剥離、感染症、不明

合計 65 63 50 36

　⑷　全体　　

　※　令和７年度は２月末日現在
３　事故報告について

　⑴　地域密着型

　⑵　県指定

　⑶　市外施設（対象が阿久根市の被保険者）
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待機者
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 小計

北館 0 0 4 3 2 0 0 9
南館 0 0 1 1 5 0 0 7

ポンタ 0 0 0 1 5 2 1 9 0
１号棟 0 0 4 1 0 4 0 9
２号棟 0 0 2 2 2 2 0 8
Ａ棟 0 0 2 0 3 2 2 9
Ｂ棟 0 0 0 3 4 0 2 9
１号棟 0 0 2 4 3 0 0 9
２号棟 0 0 6 2 1 0 0 9

0 0 21 17 25 10 5 78 10

待機者
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 小計

一丁目 0 0 0 0 4 3 2 9
二丁目 0 0 0 0 5 4 1 10
三丁目 0 0 0 0 1 7 2 10
Ａユニット 0 0 0 0 2 6 1 9
Ｂユニット 0 0 0 0 5 3 2 10
Ｃユニット 0 0 0 0 0 6 4 10

0 0 0 0 17 29 12 58 27

待機者
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計 小計

1 0 10 4 6 3 3 27

0 1 5 3 3 4 0 16

2 1 6 4 6 2 0 21

3 2 21 11 15 9 3 64 1

3 2 42 28 57 48 20 200 38

小　　　　　　計

認知症対応型
共同生活介護

（グループホーム）

介護老人福祉施設

小規模多機能型
居宅介護

サービスの種類 事業者名

訪　問（10月）

訪　問（10月）

通　所（10月）

花 

通　所（10月）
泊まり（10月）

小　　　　　　計

小　　　　　　計

あかり 

1

0

0

　延べ421人、１日平均13.6人
　延べ104人、 １日平均3.4人
　延べ576回、１日平均18.6人

　延べ272人、１日平均8.8人
　延べ136人、１日平均4.4人

利 用 者 の 状 況

合　　　　　　　　　計

サービスの種類 事業者名

満青

昴和苑

コミニティの杜

希望の杜脇本

通　所（10月）
泊まり（10月）
訪　問（10月）

泊まり（10月）

　延べ188回、１日平均6.1回

　延べ331人、１日平均10.7人
　延べ77人、１日平均2.5人
　延べ425回、１日平均13.7回

14

6

桃の家 0

はまなす 3

はまゆう 1

入 所 者 の 状 況

サービスの種類 事業者名
入 所 者 の 状 況

４　地域密着型介護サービス事業利用・待機者数について

13
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５　施設整備について

　⑴　第９期高齢者保健福祉計画期間中の施設整備

　⑵　今後のスケジュール

期　　　間 内　　　容

　事業開始

　令和８年11月～12月 　完成検査

　今年度、事業所選定を行った看護小規模多機能型居宅介護の整備については、

令和８年度において、事業開始予定となっています。

　建設工事業者選定

　建設工事

　令和８年３月～４月

　令和８年５月～11月

　令和８年12月～
　令和９年１月

　事業所指定手続き
　補助金申請

　令和９年２月
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令和７年度 第２回 

地域包括支援センター運営協議会資料 
 
 
 

［ 目 次 ］ 
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１ 令和７年度 地域包括支援センターの事業実績と評価          

 ⑴ 総合相談支援業務 

   高齢者や関係機関からの多種多様な相談に対し、関係機関と連携し、速やかに適切

な機関・制度・サービスへとつなぐとともに、継続的なフォローを行っている。また、

地域住民や関係機関から、支援が必要な高齢者の情報収集を行っている。 

   「複雑な問題がある」「支援拒否や既存のサービスでは適切なものがない」などの

困難事例を把握した場合は、実態把握の上、職員が連携して対応策を検討し、地域ケ

ア会議も活用しながら、対策を講じている。 

   なお、次の表１～４の令和７年度の値は、令和８年２月末現在である。 
 

【総合相談件数】（表１） 

年 度 相 談 実 人 員 相 談 延 人 員 延 べ 件 数 

Ｒ６ 
94 人 

（うち訪問：56 人） 

277 人 

（うち訪問：112 人） 

315 件 

(うち訪問：114 件） 

Ｒ７ 
64 人 

（うち訪問：37 人） 

176 人 

（うち訪問：72 人） 

197 件 

(うち訪問：74件） 

 

【相談の形態】（表２）            ［単位：件］ 

年 度 電 話 来 所 訪 問 そ の 他 合 計 

Ｒ６ 132 52 114 17 315 

Ｒ７ 66 44 74 13 197 

 

【相談者内訳】（表３）                     ［単位：件］ 

年 度 本 人 家 族 関 係 者 医療機関 施 設 行 政 そ の 他 

Ｒ６ 98 145 30 33 17 9 6 

Ｒ７ 63 92 22 11 9 14 7 

 

【相談内容別】（表４）                  ［単位：件］ 

相  談  内  容 
相  談  件  数 

Ｒ６年度 Ｒ７年度 

① 介護サービス 72 47 

② 福祉サービス ９ 12 

③ 医療サービス 15 ９ 

④ 認知症 98 62 

⑤ 成年後見 １ ３ 

⑥ 消費者被害 ０ ０ 

⑦ その他（金銭管理・困難事例など） 28 36 

⑧ 高齢者虐待 21 ８ 

⑨ その他 71 20 

合  計 315 197 
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  ■評 価 

   令和７年度における総合相談支援業務の対応は、保健師１人、社会福祉士１人、看

護師２人を中心に行った。 

   相談件数は前年度より減少。特に、電話による相談が減少した。相談内容は、認知

症高齢者に関する事例、身近に支援者がいない事例、8050 問題など家族に関する事例、

医療・福祉分野だけでなく、警察や消防等との連携が必要な事例など、複雑多岐にわ

たるものであった。それらの事例を同時に対応しつつ、状況確認のため頻回訪問しな

ければならない場合も多く、問題解決には相当の時間を要する。 

   今後も相談内容は複雑多岐にわたる事例が多いと予想されるため、関係機関との連

絡調整やネットワークの構築を進めていく必要がある。また、単身高齢世帯が増加傾

向にあるため、地域の見守り体制を強化していく必要がある。 

 

 ⑵ 権利擁護業務 

高齢者が地域において尊厳のある生活を維持し、安心して生活を行うことができる

よう、専門的・継続的な視点から、権利擁護に関する啓発、高齢者虐待の対応、成年

後見制度の活用促進、消費者被害の防止等、高齢者の権利擁護のための支援等を行っ

た。特に、高齢者虐待は未然防止と早期発見が最も重要であり、これらに関する情報

の周知に努めている。 

 

  ■評 価 

   令和７年度は、権利擁護に関するリーフレットの作成や講演会の開催、高齢者百態

への対応、成年後見制度の活用促進等を行った。 

特に高齢者虐待は未然防止と早期発見が最も重要であるため、今後も継続して情報

提供及び周知に努めるとともに、居宅介護支援事業所や民生委員、警察署などの関係

機関と連携して情報を共有し、高齢者が虐待や権利被害に遭わないよう支援を行って

いく必要がある。また、高齢者虐待は問題が複雑化してきており、本人の認知症や精

神疾患に起因するものだけではなく、介護者自身の精神疾患や金銭的な問題なども要

因となっている場合が多く、本人の擁護と同時に介護者への支援も行っていく必要が

ある。 

   成年後見制度の活用推進については、中核機関業務を阿久根市社会福祉協議会に委

託して実施し、令和７年９月には、介護支援専門員及び相談支援専門員を対象とした

成年後見制度に関する研修会を開催し、64 名の方に参加いただいた。 

 

 ⑶ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

高齢者等が住み慣れた地域で安心して、その人らしい生活を継続するために、介護

支援専門員や主治医、地域の関係機関等との連携、在宅と施設の連携など、地域にお

ける連携・協働の体制づくりや個々の介護支援専門員に対する支援等を行うことを目

的に実施している。 

また、居宅介護支援事業所等の介護支援専門員の後方支援として相談を随時受け付

け、支援困難な事例等については、関係者を集めた多職種による地域ケア個別会議を

開催して問題解決を図っていく。 
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【介護支援専門員からの相談実績】（表５）             ［単位：件］ 

年 度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合 計 

Ｒ６ １ １ ２ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５ 

Ｒ７ ０ ０ ０ ０ １ １ ３       

 

■評 価 

   市内の介護支援専門員が事業所を超えた顔の見える関係づくりを推進するため、会

場参集型で研修会を開催しており、令和７年度は「防災対策について」「障害者総合

支援法の理解と介護福祉の連携を考える」「ハラスメント対策～セルフマネジメント

の方法を学ぼう～」「難病支援について」をテーマに、計４回開催した。 

引き続き、居宅介護支援事業所等の介護支援専門員が相談しやすい環境づくりを推 

進していく必要がある。 

 

 ⑷ 介護予防ケアマネジメント業務 

  ア 介護予防・日常生活支援総合事業及び指定介護予防支援事業 

    介護予防・日常生活支援総合事業対象者、要支援認定者を対象に、高齢者が住み

慣れた地域で安心して生活を続けることができるよう関係機関と連携を図るととも

に、地域支援事業や介護保険サービス等の利用により高齢者自身が目標を持ち、要

支援・要介護状態の予防や重症化の予防、改善を目的とした自立支援型の介護予防

ケアマネジメントの実施に努めた。 

 

【予防給付実績】（表６）                      ［単位：件］ 

 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 合計 

直営 207 201 201 202 210 202 201 198 195 184 － － 
2,001 

(52) 

委託 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ － － 
０ 

(▲5) 

総合事業 53 50 50 53 49 51 49 39 40 38 － － 
473 

(▲26) 

月計 260 251 251 255 259 253 249 237 235 221 － － 
2,474 

(21) 

うち新規 13 ７ ４ 11 10 ７ ６ ５ ３ ２ － － 
68 

(▲21) 

※月：サービス提供月。合計欄の（ ）数値は、前年実績（２月末現在）からの増減 

 

  ■評 価 

   予防給付及び総合事業の対象者でサービス利用意向のある者に対し、介護予防サー

ビス計画を作成し、自立支援のための適切なサービス等が利用できるよう、関係機関

との連絡調整を図った。 
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   要支援認定者は、令和８年２月末現在 343 人であるが、ケアプランの作成件数は、

月平均 247 件程度（前年比２件増）となっている。 

   この差の要因は、住宅改修や福祉用具購入のみでケアプランの作成を要しなかった

り、本人・家族等の都合によりサービスの利用につながらなかったりしたためである

が、介護予防、重症化予防の視点から、サービスの利用や継続的な見守りが必要な者

に対しては他の社会資源を活用するなど、十分な支援が図られるよう努めていく必要

がある。 

 

  イ 介護予防事業対象者把握事業及び支援 

    生活機能の低下があり、要介護状態等となる可能性があると認められた高齢者に

積極的な介護予防の取組を勧めることを目的としている。 

    高齢者の集いの場や後期高齢者医療資格確認書の交付時などに基本チェックリス

トを実施し、対象者の把握を行うとともに、結果の説明や介護予防に関するパンフ

レットの配布、ころばん体操教室やたけのこ教室の案内を行っている。 

 

【基本チェックリスト実績】（表８） 

年度 配布者数 回収 ﾁｪｯｸﾘｽﾄ該当者 該当率 

Ｒ７※ 336 301 148 約44％ 

 75歳 293 258 120 約41％ 

出前講座等 43 43 28 約65％ 

Ｒ６ 379 358 134 約35％ 

Ｒ５ 486 458 193 約40％ 

※令和７年度は、令和８年２月末現在 

 

  ■評 価 

   今後もいきいきサロン等、高齢者が集まる場所に出向いて基本チェックリストを行

うとともに、検査結果の見方の説明を繰り返し行い、運動、口腔、栄養に対する一体

的な介護予防につながる取組を積極的に行っていく必要がある。 

   また、地域の行事等に参加をしていない、あるいは参加することができない高齢者

について、区長や民生委員、在宅高齢者福祉アドバイザー、ころばん体操教室やいき

いきサロンの協力員等から情報収集・把握を行い、閉じこもりがちな高齢者が要介護

状態等になることを未然に防ぐ取組を行っていく必要がある。 

 

ウ 一般介護予防 

   ○ 介護予防複合プログラム業務（たけのこ教室） 

     65 歳以上の高齢者を対象に実施した基本チェックリストの中で、運動、口腔、

栄養、閉じこもり、物忘れ又はうつの６つの項目で１項目以上の該当項目がある

者を対象に、生活機能の低下を予防するため、①運動器の機能向上、②口腔機能

向上、③栄養改善、④その他プログラムを運動教室において複合的に実施した。 

     １クールを 16 回とし、２か月おきに新規の対象者が参加できるよう呼びかけを

行い、教室修了後も自宅での運動習慣が継続し、日常生活が送れるよう支援を行
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った。令和８年２月末現在で、参加者実人数 74人、延べ 854人、出席率 90.4％で

あった。 

 

  ■評 価 

   教室開始時と修了時に行う評価において、運動・口腔・栄養の状態の維持、改善が

見られることから、介護予防を意識した生活を主体的に送ることにつながっていると

考えられる。 

   参加者の６割程度はころばん体操教室に参加している者だが、たけのこ教室の参加

や、ころばん体操実施地区の参加者との交流をきっかけにころばん体操教室にも参加

するようになる方もおり、介護予防意識の向上が、運動の継続や人との交流の継続に

つながっている。 

   また、次年度に向け、送迎に係る費用の削減及びより効果的なプログラムの実施に

ついて協議を重ねた。 

 

   ○ 地域介護予防活動支援事業（ころばん体操教室） 

     高齢者がいつまでも住み慣れた地域で元気に暮らせるよう、公民館等で気軽に

参加でき、住民主体で健康づくりや介護予防に取り組む、ころばん体操教室の活

動支援を行っている。 

     例年、各地区の円滑な運営や内容の充実を図るため、協力員を対象とした研修

会や参加者交流会を開催しているが、ころばん体操が始まって 10 年目である今年

度は、10 月８日に風テラスあくねのホールにて 10 周年記イベントを開催した。 

そのほか、ころばん体操体験会や未実施地区への説明会、ころばん体操新聞の

配布など、教室の継続及び拡大や、介護予防の意識向上に向けた取り組みを行っ

た。 

     また、新型コロナウイルス感染症の影響による、活動自粛期間に参加登録者の

体力低下を防ぐために始まった「ころばん体操新聞」は、全地区活動再開となっ

た今年度においても、各区ころばん体操の取組、体力測定平均値、脳トレなどを

掲載し作成・配布した。 
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地 区 名 

（ 地 区 数 ） 

実 施 

箇 所 

登 録 

者 数 
高 齢 者 数 

高 齢 

化 率 

高 齢 者   

実 施 割 合 

高 齢 者   

介護認定率 

大 川（６区） 
5 区 

７か所 

10１人 

（▲５） 

724 人 

（▲12） 

62.4％ 

（0.9） 

13.7％ 

（0.4） 

25.3％ 

（0.6） 

西 目（７区） 
５ 区 

５か所 

６４人 

（▲12） 

560 人 

（▲13） 

58.3％ 

（0.3） 

11.1％ 

（▲1.8） 

20.2％ 

（1.7） 

鶴川内（９区） 
４ 区 

３か所 

34 人 

（10） 

263 人 

（0） 

49.3％ 

（0.8） 

12.5％ 

（3.4） 

19.4％ 

（1.1） 

田 代（4 区） 
４ 区 

3 か所 

28 人 

（▲3） 

84 人 

（▲3） 

73.7％

（▲1.3） 

31.0％ 

（▲4.6） 

25.0％ 

（0.9） 

市街地（11 区） 
10 区 

10 か所 

194 人 

（▲8） 

2,287 人 

（▲12） 

37.3％ 

（▲0.1） 

8.3％ 

（▲0.3） 

20.5％ 

（▲0.2） 

赤瀬川（6 区） 
6 区 

６か所 

100 人 

（▲３） 

1,016 人 

（▲11） 

38.6％ 

（▲0.1） 

9.6％ 

（▲0.2） 

18.4％ 

（0.8） 

山 下（４区） 
３ 区 

３か所 

54 人 

（17） 

497 人 

（▲4） 

53.8％ 

（0.1） 

10.7％ 

（3.5） 

22.9％ 

（▲0.1） 

折 多（9 区） 
７ 区 

７か所 

89 人 

（14） 

585 人 

（▲3） 

41.3％ 

（1.2） 

14.9％ 

（2.1） 

21.4％ 

（1.8） 

脇 本（21 区） 
14 区 

14 か所 

212 人 

（２） 

1,642 人 

（▲19） 

36.0％ 

（▲7.5） 

12.7％ 

（0.2） 

19.1％ 

（▲1.2） 

施 設 等 － － 
136 人 

（▲5） 

85.0％ 

（▲0.5） 
－ 

35.3％ 

（▲0.9） 

合 計（77 区） 
58 区 

58 か所 

876 人 

（12） 

7,794 人 

（▲72） 

41.9％ 

（▲1.8） 

11.2％ 

（0.2） 

20.8％ 

（0.1） 

【地区別実施状況】（表７）             令和８年１月 31 日現在 

※（ ）の増減数はＲ７.３月末データとの比較。 

 

  ■評 価 

   公民館等で住民主体の運営による体操教室を開催することで、住民の介護予防への

意識が高まるとともに、地域住民同士の交流が生まれ、声かけや見守り活動など、地

域の互助活動の輪が広がっている。 

   10周年記念イベントでは、個人及び団体表彰、歴代担当者による10年の振り返り、

新たな歌と体操の披露、団体写真等の記念品の配布を行い、既登録者の意欲の向上や、

新たな団体及び登録者の獲得につながる式典となった。 

また、ころばん体操体験会を４回、未実施の２地区に住民説明会を開催し、その２

地区が令和８年４月から合同で開催する運びとなった。 

   一方、新たな協力員の確保が課題となっている地区が増えてきているため、地域を

越えて運営をサポートするころばんサポート体制の確立や、公民館等に限らず、民家

など少人数で行える方法の検討・提案、介護サービスが必要になっても地域の人との

交流が続けられる環境づくりが必要である。 
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 ⑸ 多職種協働による地域包括支援ネットワークの構築 

  ア 地域ケア会議の開催 

    新規の総合事業対象者や要支援認定者、福祉用具の軽度者申請、住宅改修事例に

ついての地域ケア個別会議を定期開催（月２回）している。 

    地域ケア個別会議では、作業療法士や理学療法士、歯科衛生士、管理栄養士、生

活支援コーディネーター及び薬剤師及び保険者に参加いただき、多職種の専門的な

視点に基づくアセスメントや地域の情報を共有することで、介護支援専門員のアセ

スメントの質の向上やネットワーク構築、地域の情報を知り得る機会となっている。 

    支援困難事例については、事案が発生した場合に直ちに介護保険サービス事業所

や介護支援専門員、区長・民生委員等の地域住民など関係者に出席を求め開催する

こととしている。 

    地域ケア会議代表者会については、より多くの代表者に参加していただくため、

ＷＥＢと現地を併用して開催し、地域包括支援センターの業務で個別に受けた相談

事例や市内の介護支援専門員から受けた相談業務等の支援困難な事例等から見えて

きた地域の課題を抽出し、委員から意見を聴取した。 

 

  ■評 価 

   地域ケア個別会議は、多職種によるケース検討を行うことで、サービスの適正化や

地域課題の共有が図られ、ネットワーク構築や介護予防ケアマネジメントの質向上に

もつながっている。 

   また、会議の効率的な運営については、会議の目的の共有化を図るとともに、今後

も運営方法について改良を図っていく必要がある。 

   なお、地域課題の解決については、今後も地域ケア個別会議等を通じて抽出した地

域課題を地域ケア会議代表者会へ提案し、課題解決へ向けての方策について鋭意検討

を進める必要がある。 

 

  イ 在宅医療・介護連携の推進 

    医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

人生の最期まで続けられるよう、在宅医療と介護サービスの一体的な提供に向けた

関係者の連携推進を目的としている。 

    平成 28 年度から公益社団法人出水郡医師会に委託し、出水郡医師会広域医療セン

ター内にある「在宅医療・介護支援センター（INAサポートセンター）」を中心に、

地域の医療・介護サービス資源の把握や在宅医療・介護連携の課題の抽出、在宅医

療・介護サービスの情報共有の支援、在宅医療・介護関係者の研修、地域住民への

普及啓発などを実施している。 

令和７年度はＡＣＰの周知に重点的に取り組み、前年度好評であった映画「お終

活」の第２弾の上映会では 385 名の方が鑑賞された。アンケート結果も好評であり、

ＡＣＰ（人生会議）について考える契機となった。 
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また、ＡＣＰやマイライフノート（エンディングノート）のチラシ作成、市職員

を対象とした研修会、出水地区の介護支援専門員及び訪問看護ステーションとの合

同研修会等を実施した。 

 

  ■評 価 

   作成したチラシを活用して様々な機会にマイライフノートを配布し、計 637 部配布

することができ、ＡＣＰの周知を図ることができた。 

   市職員を対象としたＡＣＰをテーマとした研修会には 74 名の職員が参加し、また、

集合形式で開催した、医療・介護合同会議や多職種交流研修会等では、市内事業所の

職員 53 名が顔の見える関係づくりの構築が推進されるとともに、互いの業務内容や必

要とする情報の共有、共通の情報連携ツールについて協議することができ、多職種に

よる医療・介護連携の推進が図られた。 

 

  ウ 生活支援体制整備事業 

    高齢者や地域住民が生活支援の担い手として社会的役割を持ちながら社会参加し、

生活支援サービスを提供することで、生きがいづくりや介護予防につなぎ、地域コ

ミュニティの再生を図ることを目的とし、阿久根市社会福祉協議会に委託して実施

している事業であり、生活支援コーディネーターを市内全域の第１層に１人、市内

を北部と南部に分けた第２層に２人配置し、住民からのニーズの聞き取りや、ボラ

ンティアグループとのマッチングを行っている。 

    事務局を阿久根市社会福祉協議会に置く有償ボランティアグループ「ちょこっと

世話やき隊」は、令和８年２月末現在で 25 人が隊員として登録しており、草払いや

ゴミ出し支援、自宅内の清掃など、フォーマルサービスでは届きにくい部分の高齢

者の生活支援を行っている。年２回、連絡会を開催し、地域の課題やニーズについ

てどのような取組ができるのか意見交換するなど、活動の活性化を図っている。 

    また、食を通じた地域とのふれあいにより、子どもの食育や居場所づくり、高齢

者など地域住民の交流拠点となることが期待される「ちいき食堂」の活動支援を行

った。 

    そのほか、コープかごしま川内店が実施する移動販売と地域のマッチングを図っ

た。 

 

  ■評 価 

   令和７年６月から、新たなちいき食堂「まんぷく食堂」が、大丸地区公民館を会場

にスタートし、子どもたちを含めた多くの方に御利用いただいている。現在、市内の

ちいき食堂は、高之口食堂・あかいご食堂・まんぷく食堂の３団体が活動しており、

活動が継続されるよう、食材の提供等について市内企業等とのマッチングを図る必要

がある。 

また、コープかごしま川内店のからの移動販売の申し出に対し、地域のニーズを調

査し、停留箇所や販売ルート等について丁寧に協議を進めた結果、現在、市内 11 か所

で週平均 55 人の利用があり、大変ありがたいとの声をいただいている。今後も臨機応

変にし、活動の継続を支援していく必要がある。 
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 ⑹ 認知症施策の推進 

  ア 認知症総合支援事業 

   ○ 認知症初期集中支援推進事業 

     認知症の疑いのある方や認知症の方及びその家族に早くから関わり、早期診

断・早期対応につなげ、必要なサービスを検討し、適切なサービスにつなげるこ

とを目的としている。 

     本市においては、認知症初期集中支援チームと総合相談支援業務の職員が同一

であるため、より迅速に対応可能な総合相談支援業務で対応しており、令和７年

度における初期集中支援推進事業の実績はゼロ件となっている。 

   ○ 認知症地域支援推進員設置事業 

     認知症の人とその家族を総合的に支援する認知症地域支援推進員を地域包括支

援センター内に配置している。 

   〇 認知症地域支援・ケア向上推進事業 

     認知症の方やその家族の方が地域の方と交流する場として、また、認知症にな

っても住み慣れた地域で安心して過ごせる地域づくりを語る場として、おれんじ

カフェ（認知症カフェ）を毎月１回、市内３か所で開催しており、風テラスあく

ねで「おれんじカフェよかよか」、脇本馬場地区の憩い場ひまわりで「おれんじ

カフェひまわり」、大川地区公民館で「おれんじカフェおおかわ」を開催してい

る。令和７年度は２月末現在で計 32 回の開催、延べ 502 人が参加している。 

○  あくね認知症見守りネットワーク事業 

令和６年９月から開始した事業で、事前申請により登録された認知症の方（疑

いも含む）の情報を、警察・消防・市役所・区長・民生委員の間で共有し見守り

を強化するほか、行方不明となった際に、地域住民や協力機関の協力を得て、早

期発見の可能性を高める取組である。 

令和８年２月末現在で、事前登録者２名、協力機関登録数 63 機関。 

 

■評 価 

認知症初期集中支援推進事業の実績がない件については、上記理由のほか、認知

症初期集中支援チームとして活動すること及び他機関へ情報提供することについて

の同意を得た上で、ＤＡＳＫ検査の実施、チーム医師を含めたチーム員会議の開催

など、時間と手間を要するといった理由もある。また、県からは、総合相談支援等

で必要な対応ができるのであれば支障はないとの説明も受けている。しかし、チー

ム医師や他機関の専門職の見識を要する事例がいつ発生するかは予測できないため、

事業の体制は整えているところである。 

あくね認知症見守りネットワーク事業においては、継続して事業の周知を図ると

ともに、関係機関の事業の理解や関係機関同士の連携の強化を図っていく必要があ

る。 

 

  イ 若年性認知症に対する支援 
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    若年性認知症に対する理解を深めてもらうため、市役所窓口等においてパンフレ

ットの配布に取り組んだ。 

令和７年度の認知症疾患医療連携協議会において、相談支援事業所とケアマネー

ジャーが連携して医療機関受診につなぎ、若年性認知症と診断されたケースが１件

あったとの報告があった。 

 

  ウ 認知症への理解を深めるための知識の普及・啓発の推進 

 認知症への理解を深めるための知識の普及・啓発推進のため、９月の「認知症を

理解し一緒に歩む県民週間」において、市役所ホールや市内医療機関でパネル展示

を行った。また、市内医療機関１か所にて、パネル展示と同時に認知症に関する動

画上映と個別相談会を実施するなど、普及啓発を行った。 

また、前年度に引き続き、市内の中高生が作成した認知症に関する四コマ漫画と

その場面の解説を掲載したチラシを市の公式ＬＩＮＥやホームページへ掲載し、幅

広い世代への普及啓発を行った。 

加えて、令和７年12月６日に、風テラスあくねにおいて、吉本興業所属の鹿児島

県住みます芸人であり、かつキャラバンメイトでもある（仮）たろうさんを講師に

招き、市民向けの認知症予防講演会を開催し、146人の参加があった。 

 

  エ 認知症支援体制の整備と認知症高齢者を介護する家族への支援 

地域のキャラバン・メイトと連携し、認知症を理解してもらい、認知症の方やそ

の家族を地域で見守り、支援する体制を構築するため、地域や高齢者学級、事業所

等のほか、中高生の授業や放課後児童クラブ等でも認知症サポーター養成講座を開

催している。令和７年度は、あくね認知症見守りネットワーク事業の協力機関とな

っている機関の職員、中学校、児童クラブ、地域などで認知症サポーター養成講座

を計 10 回開催し、162 人の参加となった。 

また、認知症高齢者を介護する家族への支援として、認知症家族介護者交流会

「かたろかい」を、認知症介護指導者や介護経験者を招いて 11 月と３月に開催し、

12 人の参加があった。当日は、参加者が介護で感じる思いを自由に話す場とし、認

知症介護指導者や介護経験者により、参加者が介護をする中で感じる疑問への助言

や、思いへの傾聴がなされるなど、介護者の精神的負担の軽減を図ることができた。 

 

  ■評 価 

９月の県民週間や認知症サポーター養成講座を中心に、認知症に関する正しい知識

の普及啓発に取り組めた。特に、令和６年度に引き続き実施した、市内中高生が作成

した四コマ漫画をＳＮＳ等で発信する取組は新聞にも掲載されるなど、より広い世代

の多くの方へ普及啓発できたと評価できる。今後も、認知症の人も暮らしやすい地域

づくりを推進するため、工夫を凝らしながら継続して取り組んでいく必要がある。 

また、認知症の方を介護する方の精神的負担の軽減を図ることを目的とした認知症

家族介護者交流会については、参加者から参加してよかったとの声が聞かれている。 

 

 

-10-



 ⑺ 職員体制及び事務分掌（令和８年３月１日現在） 

職 名 人数 事  務  分  掌 備   考 

所長 １人 地域包括支援センターの総括 介護長寿課長 

兼務 

地域包括支援係長 １人 庶務・予算・運営全般の掌握 

地域支援事業交付金事務に関すること 

在宅医療・介護連携推進事業に関すること 

各種調査に関すること 

職員 

保健師  

（主任介護支援専門

員） 

１人 地域ケア会議 

介護予防給付及び介護予防ケアマネジメント業

務等 

介護予防サービス提供票、予防給付費等に係る

請求事務等に関すること 

包括的・継続的ケアマネジメント業務 

地域包括支援システムの運用管理 

職員 

保健師 １人 認知症初期集中支援チームに関すること 

認知症地域支援ケア向上推進事業 

認知症サポーター養成講座等に関すること 

認知症カフェに関すること 

総合相談支援業務等 

介護予防普及啓発事業に関すること 

出前講座等に関すること 

職員 

管理栄養士 １人 高齢者の保健事業と介護予防の一体的事業に関

すること 

地域介護予防活動支援事業に関すること 

介護予防把握事業 

職員 

社会福祉士 １人 総合相談支援業務に関すること 

権利擁護事業に関すること 

在宅医療・介護連携推進事業に関すること 

生活支援体制整備事業に関すること 

地域ケア会議 

職員 

介護支援専門員 
※主任介護支援専門

員の有資格者１人

を含む 

※６

人 

介護予防給付及び介護予防ケアマネジメント業

務等 

認知症初期集中支援チームに関すること 

会計年度任用

職員 

看護師 １人 地域介護予防活動支援事業に関すること 

介護予防対象者把握に関する業務 

介護予防事業 

介護予防普及啓発事業に関すること 

会計年度任用

職員 

看護師 １人 認知症初期集中支援チームに関すること 

認知症地域支援ケア向上推進事業 

認知症サポーター養成講座等に関すること 

認知症カフェに関すること 

会計年度任用

職員 

健康運動指導士 １人 地域介護予防活動支援事業に関すること 会計年度任用

職員 

生活支援コーディネ

ーター 

１人 生活支援体制整備事業に関すること 会計年度任用

職員 

合  計 
16

人 
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